
１ ． 始めに：店舗数，金融機関数からみた
　   我が国のオーバーバンキング

１ ‐１． 我が国全体としての評価

　本稿では，わが国金融機関の店舗数及び店舗当

りの諸計数について主として２０００年度と２０１０年

度を比較することによって，所謂オーバーバンキ

ングについて店舗面を中心に分析を行った。金融

機関店舗については，地域サービス水準の視点か

らの分析もあり，――単純に有人店舗だけの世界

を考えれば，店舗効率を高め店舗数を削減すれば，

地域のサービス水準の低下に繋がると思料される

ため――両者は相反するインプリケーションを持

つことが考えられる。ここではサービス水準維持

の観点は棚上げし，近年，９０年代以降の不良債権

問題が落ち着きをみせ中小企業振興を企図して金

融機能の拡大を促進する政策がいくつか打ち出さ

れている中で，プルーデンス面からみて問題がな

いのかを探る視点から分析を行っている。

　まず，本章では我が国金融機関のオーバーバン

キングに関する事実関係を，店舗数の視点を中心

に鳥瞰する。

金融機関店舗の預金・貸出機能についての地域的分析

129

　
金融機関店舗の預金・貸出機能についての

地域的分析

　

植　林　　　茂

［要　旨］
　

　１９９７年の店舗行政自由化以降の状況をみると，金融機関の店舗数は減少している（また，国際的に比較して，

わが国金融機関の店舗数が経済規模に比して特に多いというわけではない）。一方，店舗当りの預金量は大幅に

増加しているほか，店舗当たりの貸出はここ数年は緩やかに増加しているようにみえる。

　次に，都道府県別に２０００年度と２０１０年度の間で店舗当り諸指標を比較分析してみると，経営基盤とも言える

店舗当りの県内総生産，県内人口について地域間格差が拡大しているほか，店舗当りの預金量，貸出量について

はこれを上回って地域間格差が拡大している。この間，金融機関の店舗数が全体として減少している中で，店舗

当りの預金量，貸出量が劣位にある地域の多くでは，逆に店舗数が増加している。

　一方，店舗数の預金，貸出等に対する効果について，２０００年度と２０１０年度に関して簡単なクロスセクション

での計量分析を行うと，両時点とも，金融機関の人口当り店舗数は経済規模対比でみた預金量，貸出量に対して

正の効果を持っている（＝店舗の増加は量的な意味でのオーバーバンキングに繋がる）。なお，預貸率に対して

は，国内銀行の人口当り店舗数は正の効果を有している一方，信用金庫ではそうした効果は窺われない。

　こうした分析結果は，時間の経過とともに，店舗効率（= 店舗当りの預金量，貸出量）の相対的な格差が広

がったことを示すとともに，各地域での店舗数の変化が各経営指標の地域間格差を拡大させたり，全体的な預金

過剰を助長する方向に働いたことを示唆している。

　キーワード：オーバーバンキング，金融機関店舗数，金融の地域間格差，プルーデンス政策
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　我が国の銀行業については，しばしば「オー

バーバンキング」 （１）といわれることがあるが，こ

れはマクロ的な面での見た場合の預金量あるいは

貸出量，貸出のキャパシティ（量的な面での貸出

能力）についての指摘であるケースが多い。金融

機関の数あるいは店舗数（有人店舗）（２）を国際的

に比較すると，必ずしも我が国が多い状況になっ

ておらず，この面については，必ずしもオーバー

バンキングとは言えないように窺われる。

　すなわち，トータルでの金融機関数について

は，――金融機関として含める範囲をどこまでに

するかにもよるが，BIS 統計（図表１ － １）でみる

限り――フランス，英国，イタリアを上回ってい

るものの，米国を大きく下回っており，経済規模

が我が国より小さいドイツとほぼ同数である。ま

た，店舗数については，郵貯銀行を含めた絶対数

ベースでみると，米国を大幅に下回っているほ

か，経済規模の差を加味して考えれば，ドイツ，

フランス，英国，イタリアと比べて店舗数が過剰

だとは言えないようにみえる（詳細は３ － ４．図表

３ － ６）。

　また，我が国について２００１～２０１１年の間の増

減をみると，金融機関数については４割（２,４９２→

１,５０６），店舗については１割強（６２,９１６→５４,７００），

それぞれ減少している。さらに，店舗数について

郵貯銀行を除いたベースでみても，２割を超える

減少となっている（３８,７４０→３０,４５１）。

　一方で，量的な面について，わが国金融機関

（国内銀行＋信金）の過去１０年強の GDP に対す

る預金および貸出のウェイト（＝経済規模対比の

預金量，貸出量）の推移をみると，こうした金融

機関数及び店舗数の減少にもかかわらず，全体と

しての貸出量は減少していない一方，預金量につ

いては大幅に上昇している（図表１－２）。

　こうした金融機関数，店舗数の減少と，一方で

生じている貸出を凌ぐ預金量の大きな増加を考え

合わせると，過剰となった預金を所謂ゾンビ企業

への融資に振り向けたり，貸し込み競争などを行

いかねないという意味でオーバーバンキングの弊

害を招いている可能性（３）はあるものの，個別金
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図表１ － １　国際的な金融機関数・店舗数の比較
（金融機関数）

イタリア英国フランスドイツ米国日本
Postoffice
（２００３-
incrude 
other 

financial 
institutions）

Credit 
institutions
（Credit 
institutions 

legally 
incorporated

 in the 
reporting 
country）

Credit 
institutions 
and Post 
Office

Total
（Institutions

 offering 
payment 
services to 
non-banks）

Total
（Credit 
institutions 

legally 
incorporated

 in the 
reporting 
country）

Total
（Credit 
institutions 

legally 
incorporated

 in the 
reporting 
country）

Thrift 
institutions

Commercial
 banks

Total郵貯その他国内
銀行等

合計

１７７０７７１２５０１０６９２５１８１１８１０８４７５２０２８５１２３２８１６３２４９２２００１

１７５５７５６２５１１０１２２４１９１１４４０８２７２１９７１２１２０４９１５７２２０７２００２

１３７３６７４９２３８８７０２１４０１０９５２７７１３１８６６５１１８７１１５４２０２６２００３

１２７２４７３６２２９８２７２０６３１０５３１７５６７１８０９８１１７８６１４９１９３６２００４

１４７２４７３８２１８７９０２０００１０１６３７４５８１７６２１１１６２８１４３１７７２２００５

１６７３３７４９２１８７６９１９５５９８７９７３３５１７２１４１１５５４１４３１６９８２００６

１５７３９７５４２１６７５３１９１５９５７７７２１９１６７９６１１５０８１４６１６５５２００７

３２７１６７４８２１５６７２１８７３９２４５７０２１１６２６６１１４３９１４６１５８６２００８

２８７１７７４５２１０６６０１８３０８９２９６７８５１５７１４１１３９７１４４１５４２２００９

２４６９７７２１２０８６３５１８０９８６６５６４７８１５１４３１１３８１１４２１５２４２０１０

４２６７２７１４２０５６１１１７９２８３９５６２３６１４６３１１１３６３１４２１５０６２０１１

４９６３１６８０２０４５９６１７５８８００１６０３６１４０３７――――２０１２
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（店舗数）

イタリア英国フランスドイツ米国日本

Postoffice
（include 

otter 
financial 

institutions）

Credit 
institutions
（Credit 
institutions 

legally 
incorporated

 in the 
reporting 
country）

Credit 
institutions 
and Post 
Office

Total
（Institutions

 offering 
payment 
services to 
non-banks）

Total
（Credit 
institutions 

legally 
incorporated

 in the 
reporting 
country）

Total
（Credit 
institutions 

legally 
incorporated

 in the 
reporting 
country）

Thrift 
institutions

Commercial
banks

Total郵貯その他国内
銀行等

合計

１３７３１２９１６１４２８９２３２１８２３７３４８５２７３７１２４６７６５３１４７７７８１２４１７６２５１４８１３５９２６２９１６２００１

１３８０２２９８２０４３６２２３２０００３４９６３５０４２６１２３９６６６８７２７９２６８２４１５４２４０２２１２８４９６１０２５２００２

１４１７０３０４１１４４５８１３１５２０３９３５１４９３９８３３０６８７１９１６１０４９８４２４１２２２２９９２１２５３９５９６５３２００３

１３８２７３０８４０４４６６７２９９７７３９８２５４７４１８３３５５８７２８８８１０６４４６２４１４９２２１４６１２２９０５８５８５２００４

１２９９４３１３９６４４３９０２８４３７４０４１２４５９９８３３７０２７６７３３１１０４３５２４１２７２１３０８１２７０１５８１３６２００５

１２９７９３２２０９４５１８８２７８８９３９７８２４２１８５３３９４１７７０９９１１１０４０２４０７９２０２５９１１９９０５６３２８２００６

１２９８５３３０７４４６０５９２７２７７３９３２１４１６２７３４５９９８０５０６１１５１０５２４０９４１９６４６１１９７４５５７１４２００７

１３０３１３３９２２４６９５３２４５５４３９０１７４１３３６１９３６９８３７６７１０３１３６２４０８６１９２３８１１９８４５５３０８２００８

１４１６７３３７３３４７９００２２７４３３８２３８４０５９３１７９８１７９２８７９７２６８２４１８５１８９１７１１９３２５５０３４２００９

１４３４９３３３４３４７６９２２２５３３３８７２７３９８６５１７９５１７８５６８９６５１９２４２４８１８７５１１１９２８５４９２７２０１０

１３３０８３３２８９４６５９７２２３６４３８０７５３９３６３１７４７３８６５２６１０３９９９２４２４９１８５１４１１９３７５４７００２０１１

１３６７６３２５５０４６２２６―３７９３０３７８９２１５９１９８７５１８１０３４３７――――２０１２

（出所）BIS“CPSS（Committee of Payment and Settlement Systems）-Red Book statistical update”，郵貯銀行はディスクローズ資
　　　　料より筆者集計，作成。
（注１）日本は年度，その他は暦年計数。
（注２）日本の「国内銀行等」には都銀，地銀，地銀Ⅱ，信託等が含まれる。「その他」には信金，信金中金，農林中金，商工中金，
　　　　信組，全信組連，労金，労金連，農協，漁協，外銀を含む。BIS の原統計では郵貯（銀行）は２００７年以降，国内銀行に含ま
　　　　れるが，ここでは２００７年以降も別計上のうえ合計した。
（注３）米国の Thrift institutions は，２００３年以降は Savings institutions と Credit unions の合計の計数。
（注４）ドイツは，２００３年までは，Commercial banks，Savings banks，Cooperative and rural banks の合計の計数。
（注５）フランスは，２００３年までは，Commercial banks，Savings banks，Mutual or cooperative banks，Municipal credit banks，　
　　　Post Office の合計の計数。因みに，２００３年の Post Office の店舗数は１１,０９２。
（注６）英国は，２００３年までは，Credit institutions と Postal institution の合計の計数。因みに，２００３年の Postal institution の店舗
　　　　数は１７,５００。

国内銀行+信金預金/GDP
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160.0 

140.0 

120.0 

100.0 

80.0 

60.0 

40.0 

20.0 

0.0 

 

％ 

20
00
年
度
 

20
01
年
度
 

20
02
年
度
 

20
03
年
度
 

20
04
年
度
 

20
05
年
度
 

20
06
年
度
 

20
07
年
度
 

20
08
年
度
 

20
09
年
度
 

20
10
年
度
 

20
11
年
度
 

（出所）内閣府「国民経済計算（GDP 統計）」，日本銀行「預金・貸出関連統計『預金・現金・貸出金』」より筆者作成。

図表１ － ２　預金・貸出の対 GDP 比　



融機関における店舗効率については預金面を中心

に改善しているように考えられる。

１ ‐２． 地域的にみた状況

　もっとも店舗数の推移を地域別にみると，経済

規模の大きい関東，関西圏や，九州などで店舗数

の減少が進む一方で，東北，中国，四国などの地

区では逆に店舗が増加するなど，店舗の数の面で

のオーバーバンキング化が進んでいる地域も見受

けられる。

　具体的に地域ごとに２０００年度 / ２０１０年度間の

１０年間で店舗数，経済規模，人口を比較すると

（図表１ － ４），経済成長率や人口において明示的

に増加傾向を示している首都圏を含む関東地区で

店舗数が大きく減少しているほか，経済規模・人

口について比較的優位性がみられるように窺われ

る九州・沖縄地区でも３桁の店舗減となってい

る。一方，１０年間で経済規模・人口規模が最も縮

小した東北地区や，それに次ぐ人口，経済規模の

減少となっている四国，中国では店舗数が大幅な

増加となるなど，必ずしも店舗数が経済面と整合

的な形で調整されていないように見受けられる。

後述するように，店舗当りの預金量・貸出量を１０

年前と比較すると，店舗効率の良い都道府県と悪

い都道府県との格差は，経済規模の格差以上に広

がってきている。

　この間の地域・業態ごとの店舗数の変化の背景

を窺うと，国内銀行では都銀を中心として，金融
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図表１ － ３　店舗数と店舗当りの預金・貸出量

店舗当り貸出（億円）店舗当り預金（億円）店舗数
（店，億円） ２０１０－

２０００      ２０１０FY２０００FY２０１０－
２０００     ２０１０FY２０００FY２０１０－

２０００　  ２０１０FY２０００FY

＋ ５.８２２６.３２２０.５＋ ８８.４３３３.１２４４.７▲２,６６３２０,９０６２３,５６９国内銀行＋信金

＋ ６.８３０７.３３００.５＋ １１９.４４３２.９３１３.５▲１,７６７１３,３２２１５,０８９国内銀行

＋ ５.９８４.０７８.１＋ ３５.５１５７.９１２２.４▲８９６７,５８４８,４８０信　　金

（注）信金の店舗当り預金・貸出の計数については，日本銀行非取引先信用金庫（２０１１年９月時点で２７１信金中９先〈いずれも小規
　　　模〉と少ない）の預金・貸出残高を考慮しないで計算（店舗数はカウント）。このため，信金の店舗当り預金，貸出は幾分過小
　　　な値となっている。
（出所）日本銀行「都道府県別預金現金貸出」，全銀協「全国銀行財務諸表分析」，信金中金　地域・中小企業研究所「全国信用金庫
　　　　概況」より筆者作成。

図表１ － ４　地域ごとの過去１０年間の GDP，人口の変化率と店舗数の変化

　店舗数の変化（国内銀行＋信金）人口の１０年間
の変化率

（２０００-２０１０FY）

域内総支出
（GDP）の１０年

間の変化率
（２０００-２０１０FY）

地　域
信　金

国内銀行

地銀Ⅱ等地  銀都  銀

０▲８８＋ ３▲５▲９０▲９０－ ３.１－ ９.１北 海 道

＋ ３１▲３３＋ ７８▲１２＋ ３３＋ ６４－ ４.９－ １０.２東 北

▲１５４▲２７０＋ １８１▲３４５▲４３４▲５８８＋ ５.４＋ １.５関 東

＋ １６３▲１１０＋ １９５▲５２＋ ３３＋ １９６＋ ０.４－ ４.８中 部

▲８▲１８６＋ ２９▲１１０▲２６７▲２７５＋ ０.２－ ６.４近 畿

＋ １０▲３６＋ ３７▲４▲３＋ ７－ ２.２－ ３.８中 国

＋ ２２＋ ４３＋ ５３▲１＋ ９５＋ １１７－ ４.３－ ２.８四 国

▲８▲２０３＋ １２２▲１２▲９３▲１０１－ １.１－ ０.６九州・沖縄

＋ ６７▲８８３＋ ６９８▲５４１▲７２６▲６７０＋ ０.９－ ２.８全 国

（注）各地域の店舗数は日本金融通信社「日本金融名鑑２００１」「日本金融名鑑２０１１」の各市町村の店舗数を足し上げて作成したもの
　　　であり，図表１－３の計数とは必ずしも整合的ではない。



自由化の進展に伴う競合激化などを背景に金融機

関の合併を進めたり，バーゼルⅠ・バーゼルⅡや

不良債権問題への対応を企図してリスクアセット

の圧縮を図るため，店舗の減少が図られた。一方

で，信金，地銀等の中小地域金融機関において

は，―― 一部の先では不良債権処理や自己資本比

率引き上げのため積極的にリスクアセットの圧縮

を図ったものの，自己資本比率が比較的高めで不

良債権問題に影響されなかった先や他金融機関と

の競合が激しかった地域において――，域内シェ

アの維持・拡大を図る先や，優良先の取り込みを

図るために店舗を増やした先も多かったように窺

われる。

　店舗数の変化は，地域によっては預金過剰や量

的な意味でのオーバーバンキングを強める方向に

働いたとみられるほか，マクロ的にみても預金量

と貸出量のアンバランス（預金過剰）やこれに伴う

プ ルーデンス上の問題を助長していると思われる。

　すなわち，預金過剰は，地元での融資が伸び悩

み，預貸率が低下している地域の金融機関を中心

に，有価証券運用の増加や，東京支店を持つ地銀

におけるシンジケート・ローンを中心とした地元

以外での大企業向け貸出の増加など，金融機関が

情報に優位性のない運用を拡大することで市場・

信用リスクを拡大させる可能性がある。このうち

有価証券運用に関しては，利回り向上のために国

債・地方債等のデュレーションを長期化させてい

る金融機関も多いとみられ，この市場リスクの管

理や ALM のレベル向上が課題となる。また，地

元以外の貸出については，シ・ローンのほかに

も，収益の確保を企図してクレジット・リンク

ローン，仕組み貸出といったハイリスクな運用を

図る増やす動き（４）もみられることから，運用規

模・自己資本比率や運用体制を踏まえ，これに見

合ったリスク・テイクと，市場リスクのみならず

クレジット・リスクも含めた十分なリスク管理体

制を各金融機関が整えておくことが必要になると

思料される。

　さらに，低金利が続いている中で，（経済が構

造的に低迷している地域で金融機関が地元融資を

拡大しようとするため）地元地域での金融機関同

士の貸出競争を激化させ貸出利鞘の低下を招くこ

とも否定できない。仮にこうした貸出競争が無理

な貸し込みに繋がれば，地元貸出における不良資

産が増嵩することも考えられる。

　こうしたことを踏まえると，預金が過剰な状況

が継続する中で，今後も経済実勢に合った形で店

舗展開が行われない状況が続き，預金過剰な状況

が一層進めば，一部の地域では趨勢的に諸指標が

悪化し，経営が厳しい状況に陥る金融機関が出て

くる可能性を否定しえないと思われる。

２．  店舗行政の変遷と業態別店舗数の推移

２ ‐ １．　 店舗行政等

　従前，店舗行政は，銀行法第８条を根拠（５）に，

銀行法施行規則，銀行局長通達等によって設置

場所，設置数，職員数，営業時間を始めとした規

制が行われていたが，１９９７年度に廃止されてい

る （６） 。

　では，店舗通達廃止以降は，制度面等からは，

どういった規制等が店舗数に対して影響を与えた

のであろうか。関連規制等をクノロジカルにみる

と，不良債権対応関係のものとして①ペイオフ解

禁，②預金保険法改正等各種法整備などが大きな

影響を与えたと考えられ，特に，地銀，信金等の

地域金融機関については，③行政が，ペイオフ全

面解禁を前に「地域金融機関を中心とした合併等

を促進する施策」（２００２年７月）等を打ち出した

ことが大きく影響した。また，中小金融機関につ

いては，④業界内の合併を促進する対応（信金に

おける相互援助資金の対応など）が影響を与えた

とみられる。さらに，都市銀行，地銀上位行を中

心に，⑤ BIS 規制，バーゼルⅡ対応，⑥金融再生

プログラムがリスクアセットの圧縮を通じて店舗

削減方向に働いたと与えたと考えられるほか，⑦

営業基盤の悪化を背景に経営効率化を企図して店

舗を減らす動きがみられた。

　一方で，⑧リレーショナルバンキング行政，⑨

金融機能円滑化法については，店舗網を維持する

方向にある程度働いた可能性があると思料され

る （７ ）。

金融機関店舗の預金・貸出機能についての地域的分析

133



社会科学論集　第１４２号

134

図表２－ １　関連年表（店舗数に影響を与えると考えられる制度面等の主な動き）

事　　　　　　　　項年度，年月

小型店舗（１０名以内），機械化店舗（預貯金，消費者金融機限定した ATM 主体の店舗で４名以
内）が認められる

１９７９年度

 ３００m 行政の導入（それまでは周囲５００ｍ以内に同種金融機関２未満かつ同種・異種金融機関合
わせて４未満の場所に設置するように規制されていた）

１９８１年度

容積率基準の導入（三大都市圏の経済集積度の高い場所〈容積率が９００％以上の場所〉に一般店
舗を新設する場合は，周囲１５０ｍ以内に中小金融機関が４未満の場所であれば，設置できる）

１９８５年度

消費者金融店舗が認められる
相互銀行，信金は店舗外 CD，ATM 設置数規制を撤廃

１９８６年度

普通銀行の店舗外 CD・ATM の設置数規制を撤廃１９８７年度

サンデーバンキング開始（京都信用金庫）１９９０年６月

都市銀行サンデーバンキング開始１９９１年１月

 ９２ 年度決算から BIS 規制（バーゼルⅠ）の適用開始（概要の公表は８８年）１９９２年度末

都銀等の一般店舗及び小型店舗の設置数規制が完全撤廃１９９５年度

整理回収銀行設立（信用組合を手始めに中小・地域金融機関の破綻処理本格化）１９９６年９月

信用金庫業界が新しい相互援助制度の運用を開始（８）  １９９６年 １０ 月

店舗通達を廃止１９９７年度

北海道拓殖銀行，山一証券破綻１９９７年 １１ 月

金融機能安定化法（９）成立１９９８年２月

「営業用不動産の有効活用に関する通達」を廃止（インストアブランチの出店が可能に）１９９８年度

金融再生法（１０），金融機能早期健全化法（１１）が成立，日本長期信用銀行破綻１９９８年 １０ 月

日本債券信用銀行破綻１９９８年 １２ 月

預金保険法改正（１２） ２０００年５月

インターネット専業銀行スタート（ジャパンネット銀行，９月２６日）２０００年９月

決済性の特定預金（当座預金，普通預金，別段預金）を除く預金のペイオフ解禁
より強固な金融システムの構築に向けた施策（１３）  

２００２年４月

２００３年４月に予定されていたペイオフ全面解禁への延期要望高まる（１４）  ２００２年６月頃

地域金融機関を中心とした合併等を促進する施策について（１５）  ２００２年７月

竹中金融担当大臣，ペイオフ全面解禁の２年延期を表明（２００３年４月→２００５年４月）
金融再生プログラム（１６）  

２００２年 １０ 月

組織再編法成立（１７），更生特例法（１８）成立２００２年 １２ 月

信用金庫に係る「相互援助制度」を廃止（１９） 

リレーションシップバンキングの機能強化に関するアクションプログラム（集中改善期間
２００３，０４年度） （２０）  

２００２年 ３ 月末

金融機関の２００４ / ３月決算の内容から不良債権問題に一応の目途がついたとの市場評価が広がる２００４年頃

金融機能強化法成立（２１） 

金融機関の合併等促進策について（２２）  
２００４年８月

ペイオフ全面解禁（２３） 

地域密着型金融の機能強化の推進に関するアクションプログラム（２００５，０６年度取り組み）
２００５年４月

０６年度決算からバーゼルⅡ適用開始２００６年度

金融機能強化法延長２００８年６月

中小企業金融機能円滑化法成立（２４）（当初予定から２度の延長で，２０１３年３月まで）２００９年 １１ 月



２ ‐２． 店舗数の推移

　１９９７年度の店舗通達廃止後の金融機関店舗数

の推移をみると，上述のような店舗関連施策，不

良債権処理策，バーゼルⅡ等のルールが打ち出さ

れた中で，一貫して減少が続いていることが分か

る（図表２ － ２，２ － ３）。

　業態別にみれば，地銀はあまり減少していない

ものの，都銀，地銀Ⅱ，信金を中心に全体の数は

減少してきている（図表２ － ２   ～   ２ － ４）。これは，

都銀がバーゼルⅠ，Ⅱの自己資本比率規制をクリ

アするため，リスクアセット圧縮を図ったことに

加え，地銀Ⅱ，信金については不良債権処理の過

程などで金融機関数が減少したこと（例えば地銀

Ⅱの銀行数２０００年度５７行→２０１０年度４２行）に

よる部分が大きい。もっとも，減少の程度につい

ては，地域的，業態的にはかなり大きなバラつき

がある（図表１ － ４）。

　業態ごとにやや仔細にみると，都銀は１９９７年

度から２０１２年度までの１５年間に累積で▲７５３店

舗と，信金，地銀Ⅱに次ぐ大きな店舗の減少と

なっているが（図表２ － ４），この間，金融機関数

は，元々の数が少ないこともあって，２００１年度に

２先（住友銀行とさくら銀行〈→三井住友銀行〉，

三和銀行と東海銀行〈→ UFJ 銀行〉が合併），

２００５年度に１先（東京三菱銀行と UFJ 銀行が合

併〈→東京三菱 UFJ 銀行〉）減少しただけである。

一方，店舗の減少は，ペイオフ全面解禁を控え金

融庁が「より強固な金融システムの構築に向けた

施策」を打ち出して不良債権処理を進めた２００２

年度（▲１８３店舗）とともに，北海道拓殖銀行，山

一証券（いずれも９７年１１月に破綻），日本長期

信用銀行（９８年１０月に破綻），日本債券信用銀行

（９８年１２月に破綻）などが相次いで破綻した後の

１９９８年～２０００年（３か年で▲４０４店舗）におい

て数が多くなっている。さらにバーゼルⅡ施行前

の２００５年度にも，▲８８店舗とかなり店舗数を減

少させている。２００７年度以降は，２００９年度を除

き店舗数を増加させている（図表２ － ３）。

　地銀については，金融機関数はほぼ変化がない

が，店舗数については，金融庁が不良債権処理を

積極的に推進していた時期と重なる２００１～２００３

年度にかけて▲３６０店舗と最も店舗数を減らして

いる。また，バーゼルⅡ施行前の２００５～２００６年

にも▲１１３店舗と店舗数を減らしているが，足許

は増加している（図表２ － ３）。

　一方，地銀Ⅱについては，金融機関数は９８年

度に▲６金融機関減少した後も減少傾向が続き，

１５年間で▲２２金融機関となっている。この間，

店舗数は，クレジットクランチの後の９８～９９年

度に▲６８８店舗，金融庁が不良債権処理を積極的

に推進した前後の２００１～２００４年度に▲６４６店舗

と大きく減少させており，累積では▲１,５７３店舗

と業態別にみると最も大きな減少となっている

（図表２ － ３，２ － ４）。
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図表２ － ２　わが国金融機関（国内銀行＋信用金庫）の業態別店舗数の推移

（出所）全銀協「全国財務諸表分析」，信金中金地域・中小企業研究所「全国信用金庫概況」より筆者作成。
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（出所）図表２ － ２に同じ。
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図表２ － ２　（参考）金融機関数（国内銀行 + 信金）の推移

図表２ － ３　わが国金融機関（国内銀行＋信用金庫）の業態別店舗数の増減

（参考）金融機関数業態別増減



　信用金庫については，金融機関数は １９９９ ～ ２００３

年度にかけて毎年二桁減となるなど，金融機関数

が大きく減少しており，特に金融庁が不良債権処

理を積極的に推進し「地域金融機関を中心とした

合併等を促進する施策について」を打ち出した前

後の２００１～２００３年度にかけては毎年２０先以上金

融機関数が減少している。店舗数については，９８

～９９年度のクレジットクランチ直後は比較的落

ち着いていたものの，２０００～２００５年度の間はほ

ぼ毎年１００店舗以上の減少となり，▲８６１店舗と

なっている。最近も店舗の減少は続いており，累

積で▲１,１６４店舗と地銀Ⅱに次ぐ減少数となって

いる（図表２ － ４）。

３． 預金・貸出のオーバーバンキングに関
　  する検証
　
　次に，マクロ的な視点から，預金・貸出の量的

な意味でのオーバーバンキングについて状況を確

認する。

３ ‐ １． 　 預貸率

　預貸率は趨勢的に低下しており，預金過剰は一

層強まっているように窺われる。これに関して

は，前述した通り，①預貸率が低下する中で各金

融機関が貸出を増加させようとするため「貸出競
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（出所）図表２ － ２に同じ。

図表２ － ４　わが国金融機関（国内銀行＋信用金庫）の業態別店舗数の累積増減

（出所）図表２ － ２に同じ。

（参考）累積金融機関数増減（１９９７年～）



争激化→貸出金利引き下げ→預貸金利鞘縮小→収

益悪化」というメカニズムが働いている可能性が

あること（２５），②（多くの金融機関で貸出の回復を

企図して業績表彰項目の中に貸出関係指標を入れ

ていることから）貸出を伸ばすために信用リスク

評価が甘くなり，信用リスク拡大に繋がる可能性

を否定できないこと，③営業地域についての規制

のない地銀では，東京において大企業向けシ・

ローンを低利で実行することで預貸率のカバーを

図ろうとしている先が多数みられること （２６） ，④預

貸差の拡大に伴い有価証券運用が拡大し，市場リ

スク量の増大に繋がっている先が多いこと，など

の金融機関の経営上の問題点が生じていることが

指摘できる。

３ ‐２． 経済規模対比預金量，店舗当り預金量

　経済規模対比の預金量（対 GDP 比）について，

信用組合，農協等は含まれない「国内銀行＋信

金」のレベルでみると，対 GDP 比で１４０％を超え

ており，さらに時間の経過とともにその比率が高

まる傾向があるなど，量的には預金過剰の状況が

強まっていると考えられる（２７）。このうち，信用金

庫についてみても，２０００年度から２０１１年度の間

に対GDP比でみて２０.１％から２５.７％へと５％強上
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図表３ － １　預貸率の推移（国内銀行＋信金）

図表３－ ２　預金量の対名目 GDP 比



昇している。

　店舗当り預金量についても，年度間の伸び率に

経済規模対比との違いはあるものの，経済規模対

比同様，国内銀行，信金とも一貫して増加してお

り，店舗効率は上昇していると考えられる。

３ ‐ ３．経済規模対比貸出量，店舗当り貸出量

　長期デフレ状況を背景に経済規模が拡大しない

中，融資が伸び悩んでいることから，預金面と異

なり対 GDP 比が明確に上昇しているようには見

受けられないが，国内銀行＋信金ベースでみてす

でにGDP対比１００％にほぼ達しており，最近時に

ついても低下するようには窺われない。同ベース

の２０１１年度時点で，ボトムの２００５年度に対し

て，１０.９％ポイント上昇している（対 GDP 比：

２００５年度８８.５％→２０１１年度９９.４％）。

　店舗当りの貸出についても，国内銀行＋信金

ベースでみて，２０１１年度時点で，ボトムの２００４

年度に対して７.７％増加するなど，ここ数年は緩

やかながらも増加しているとみることができる

（２００４年度２０９.２億円→２０１１年度２２５.４億円）。
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図表３ － ３　店舗当りの預金量

図表３ －４　貸出の対名目 GDP 比



３ ‐４． 経済規模対比の銀行数・店舗数の国際比較

　国際的な金融機関数，店舗数の経済規模対比の

比較からみれば，我が国はオーバーバンキングと

は言えないと考えられる。

　例えば，名目 GDP 対比でみた金融機関数（協

同組合金融機関を含むベース）は，２０１１年時点

で，英国，フランスを上回っているものの，米国，

ドイツ，イタリアを下回っている。また，店舗数

についてみても，郵貯（２８）   を含んだベース，除い

たベースのいずれも，むしろ店舗数は比較的少な

めで，これらを比較してみる限り，わが国が金融

機関数，店舗数からみてオーバーバンキングとは

言えないと思料される。

　ただ，総金融機関数の水準からはこうした見方

が妥当と考えられるが，一方で，わが国の場合，

「日本円にして１２０億円以下のコミュニティバン

クが５０００行近くもある」米国と比べると比較的

規模が大きい銀行の数は多く，わが国は「多数の

中小金融機関を抱える米国型金融システムとは，

全く逆方向の LCBO（２９） 化を進展させようとし

て」いるとして，大型金融機関の数が多くその

シェアも高い（３０） ことに着目してのオーバーバン

キングを示唆する見方も一部にある。

　なお，経済規模対比以外にも，人口当り店舗数，

面積当り店舗数といった基準も考えられようが，

それらでみてもわが国の金融機関店舗数が主要国

と比べて明確に多いといったことは言えず，（金

融機関の質を考慮しない）単純な店舗数の面から

みれば我が国はオーバーバンキングとは言えない

と考えられる（３１）。
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図表３ － ６　２０１１年の名目 GDP 対比でみた金融機関数，店舗数（国際比較）（３２） 

先 /１０億ドル，店舗 /１０億ドル

イタリア英　国フランスドイツ米　国日　本

０.３２５ ０.０８４ ０.２２０ ０.４９７ ０.９７６ ０.２４５ 
金融機関数
（協同組合金融機関を含む）

２１.２３ ９.２１ １３.７２ １０.９２ ６.９４ ９.２５ 郵貯を含む店
舗
数 １５.１７ ２.００ １３.７２ １０.９２ ６.９４ ５.１４ 郵貯を除く

（出所） BIS“CPSS（Committee of Payment and Settlement Systems）- Red Book statistical update”，郵貯銀行はディスクローズ
　　　　資料，内閣府「国民経済計算（GDP 統計）」より作成

図表３ － ５　店舗当りの貸出



４． 地域間格差

　３． では主としてマクロ的な状況を中心に点検

したが，これをより細かい地域で分けてみるとか

なり異なった姿が見えてくる。４． では，店舗規制

撤廃直後の段階での金融・経済の実勢（預金・貸

出量，経営環境，店舗効率等）と器（店舗網）と

の関係において大きな地域格差が存在していたこ

と，その地域的な格差が最近時点で一層広がって

おり，特に指標的にみて下位となっている地域が

厳しい状況であることを示す （３３）。

　ここでは，２０００年度と２０１０年度の間で都道府

県データ（国内銀行＋信用金庫のベース）を比較

することにより，指標上位１０先と下位１０先の格

差を比較した。これを見る限り，経済面（人口，

名目県内総生産）での地域間格差の以上に預金，

貸出の格差が大きく，かつ，その格差が時間とと

もに拡大しているほか，預貸率についても格差は

僅かながら拡大している。さらに，収益面につい

ては，一時点（２０１０年度）だけの計数把握ではあ

るが，上述の指標を上回って上位と下位で大きな

差があることが分かる。

　ただし，以下の分析は，各地域に非常にウェイ

トの高い地銀――しばしばガリバー地銀と呼ばれ

る――が存在し，その地銀が特徴のある営業推進

スタンスをとった場合には，当該地域の計数がそ

れに大きく影響され，他の金融機関の動きは打ち

消されてしまうこともあるので，そうしたことも

踏まえてみておく必要がある。

４ ‐１． 店舗当り人口，県民所得

　まず，営業基盤と言える人口，県民所得を国内

銀行と信用金庫の店舗を合計した店舗数で除した

数字について，店舗行政が終了してあまり時間が

経過していない２０００年度と，最近時点である

２０１０年度で比較した。

　店舗当りの人口については，上位１０先につい

ては１０都道府県（以下，「県」と記述）のうち７

件が２０００年度と２０１０年度で共通，下位１０先に

ついても１０県中６県が共通である。また店舗当

り GDP については，下位１０先については１０県

のうち５件のみの共通にとどまったものの，上位

１０先については１０県のうち７件が共通である。
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図表４－  １　店舗当り人口

下位１０県上位１０県

２０１０２０００２０１０２０００
店舗当り
人口：千人都道府県店舗当り

人口：千人都道府県店舗当り
人口：千人都道府県店舗当り

人口：千人都道府県

３. ７６富　山３. ９９福　井１０. ６８埼　玉９. ８７埼　玉１

４. ０１福　井４. ０３石　川１０. ４６神奈川９. ８２茨　城２

４. ５２石　川４. ４３富　山１０. ３１千　葉９. ０８奈　良３

４. ７２香　川４. ７７山　形 ９. ６６奈　良８. ９５滋　賀４

４. ７９山　形４. ７８東　京 ９. ２８和歌山８. ８７神奈川５

４. ８０愛　媛５. １３大　分 ８. ７１沖　縄８. ７３千　葉６

４. ９０高　知５. １８高　知 ８. １８福　岡８. ７０和歌山７

４. ９１徳　島５. ５２静　岡 ８. １０北海道８. ５４宮　城８

４. ９４秋　田５. ６６大　阪 ７. ７０宮　城８. ３４熊　本９

４. ９５鳥　取５. ６８鳥　取 ７. ５８茨　城８. ３３長　野１０

４. ６３単純平均４. ９２単純平均 ９. ０６単純平均８. ９２単純平均

上位１０県 / 下位１０県の比率　　２０００年度：１. ８１５，２０１０年度：１. ９５８
（出所等）総務庁「国勢調査」，日本金融通信社『日本金融名鑑』をもとに，筆者作成。
　　　　　人口は当該年の１０月１日，店舗数は年度末　（翌年３月３１日）。



　さらに，店舗当り人口，店舗当り GDP の上位

１０県の単純平均値を下位１０県の単純平均値で除

した比率（以下，「上位１０県 / 下位１０県の比率」

と記述）を計算すると，ともに，２０００年度と比べ

て２０１０年度の方が大きい，すなわち地域間格差

が拡大していることが分かる。

　こうしたことから，各金融機関の地域別店舗数

の変化は，店舗当りでみた営業基盤を平均化する

方向に働いてはいないと言える。

４ ‐ ２． 店舗当り預金，貸出

　次に，店舗当りの預金，貸出の残高を，２０００年

度と２０１０年度の上位１０県，下位１０県で比較した。

　これらからみて分かる特徴的な点としては，以

下の点が挙げられる。

　第一に，営業の結果の数字ということができる

店舗当りの預金，貸出について「上位１０県/下位

１０県の比率」をみると，その前提となる営業基盤

とでもいうべき店舗当りの人口，GDP について

の「上位１０県 / 下位１０県の比率」と比べて大き

な値となっている。さらに，それを２０００年度，

２０１０年度で比較すると，２０１０年度の方が一段と

大きな数字となっていることを指摘できる。すな

わち，２０００年度の段階で存在していた店舗当りの

預金・貸出の格差は，営業基盤の差以上に大き

かったが，２０１０年度の段階ではさらにそれが一

段と拡大したと言える。

　第二に，上位１０県，下位１０県とも，各項目に

共通の県がかなり多いということである。例え

ば，２０１０年度についてみると，店舗当り GDP の

上位１０県の銘柄は，同年度の店舗当り人口の上位

１０県の中に６県，店舗当り預金の上位１０県にも

６県，店舗当り貸出の上位１０県にも６県含まれ

ている。また，２０１０年度の店舗当り GDP の下位

１０県の銘柄は，同年度の店舗当り人口の下位１０

県の中に９県含まれているほか，店舗当り預金の

下位１０県に４県，店舗当り貸出の下位１０県に６

県含まれている。

　第三に，１０年前の時点との比較でみても，同じ

県の銘柄が多いということである。例えば，収益

を挙げていくうえで重要な店舗当りの貸出につい

て２０００年度と２０１０年度についてみると，上位１０

県の中のうち８県（東京，大阪，京都，神奈川，

福岡，埼玉，愛知，千葉），同下位１０県のうち７
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図表４－ ２　店舗当り GDP

下位１０県上位１０県

２０１０２０００２０１０２０００

GDP：億円都道府県GDP：億円都道府県GDP：億円都道府県GDP：億円都道府県

１３８. ３高　知１５９. ０石　川４４９. ２東　京３９０. ８滋　賀１

１５０. ２富　山１６２. １福　井３４４. ０神奈川３７４. ７茨　城２

１５３. ２山　形１６２. ２高　知３２４. ４和歌山３３３. ８東　京３

１５４. ３鳥　取１６５. ２山　形３１５. ２千　葉３３１. ８神奈川４

１６０. ３秋　田１８３. ６富　山２９８. ３埼　玉３２４. ４長　野５

１６４. ０愛　媛１９０. ８長　崎２９１. ５大　阪３１５. ９宮　城６

１６４. ３福　井１９２. ６宮　崎２９１. ０福　岡３０８. ２栃　木７

１６４. ７石　川１９３. １大　分２８５. ４茨　城３０７. ８山　梨８

１６９. ２香　川１９５. １青　森２７９. ９栃　木２９７. ２埼　玉９

１６９. ７島　根１９６. ０徳　島２７２. ９長　野２８７. ３千　葉１０

１５８. ８単純平均１８０. ０単純平均３１５. ６単純平均３２７. ２単純平均

上位１０県 / 下位１０県の比率　　２０００年度：１. ８１８，２０１０年度：１. ９８４
（出所等）内閣府「県民経済計算」，日本金融通信社『日本金融名鑑』をもとに，筆者作成。
　　　　　GDP は県内総生産（支出ベース），年度計数。店舗数は４ － １に同じ。
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図表４－  ３　店舗当り預金

下位１０県上位１０県

２０１０２０００２０１０２０００
店舗当 り 預金
（億円）都道府県店舗当 り 預金

（億円）都道府県店舗当 り 預金
（億円）都道府県店舗当 り 預金

（億円）都道府県

１５４. １宮　崎１３５. ９宮　崎９１０. ２東　京５５２. １東　京１

１５６. １秋　田１３８. ５山　形４８６. ２大　阪３６２. ７奈　良２

１６０. ７山　形１５１. ９大　分４８０. ６奈　良３５５. ６京　都３

１７１. ７鹿児島１７０. ７沖　縄４７２. ０神奈川３４３. １和歌山４

１７６. ０大　分１７４. ８青　森４４５. ２京　都３３７. ９神奈川５

１７７. ３島　根１７５. １石　川４３８. ０和歌山３３３. ７大　阪６

１８２. ３岩　手１７５. ６福　井４３０. １埼　玉３３０. １埼　玉７

１８８. １青　森１７７. ５岩　手４２５. ２千　葉３１９. ６滋　賀８

１９０. ６富　山１８０. ７長　崎３５２. ３愛　知３１０. ７長　野９

２０１. ３長　崎１８２. ４福　島３４２. ６兵　庫２９９. １千　葉１０

１７５. ８単純平均１６６. ３単純平均４７８. ２単純平均３５４. ５単純平均

上位１０県 / 下位１０県の比率　２０００年度：２. １３１，２０１０年度：２. ７２０
（出所）日本銀行「都道府県別預金，現金，貸出金（国内銀行）」，日本金融通信社『日本金融名鑑』をもとに，筆者作成。
　　　　預金，店舗数とも，年度末（３月末）の計数。

図表４ － ４　店舗当り貸出

下位１０県上位１０県

２０１０２０００２０１０２０００
店舗当 り 貸出
（億円）都道府県店舗当 り 貸出

（億円）都道府県店舗当 り 貸出
（億円）都道府県店舗当 り 貸出

（億円）都道府県

  ８６. ２秋　田  ９０. ５山　形８７８. ７東　京７８０. ４東　京１

  ８６. ４島　根  ９２. ６宮　崎３２４. ９大　阪３６４. ３大　阪２

  ９４. ０岩　手１０３. ６岩　手２４６. ８神奈川２５０. ５京　都３

  ９４. ５山　形１０５. ４大　分２４３. ０京　都２４０. ５神奈川４

１０１. ６宮　崎１０９. ５福　井２４１. ４福　岡２１０. ２福　岡５

１０４. ８高　知１１１. １島　根２４１. １埼　玉２０９. ７埼　玉６

１０７. ３青　　森１１３. ７山　口２１５. ６千　葉２０５. ５愛　知７

１０９. １長　崎１１９. ２高　知１９３. ３広　島２００. ３兵　庫８

１０９. ４福　井１２１. ３秋　田１９１. ６奈　良１９４. ４千　葉９

１０９. ６富　山１２４. ４佐　賀１８２. ３愛　知１９４. ３長　野１０

１００. ３単純平均１０９. １単純平均２９５. ９単純平均２８５. ０単純平均

上位１０県 / 下位１０県の比率　　２０００年度：２. ６１２，２０１０年度：２. ９５０
（出所）日本銀行「都道府県別預金，現金，貸出金（国内銀行）」，日本金融通信社『日本金融名鑑』をもとに，筆者作成。
　　　　貸出，店舗数とも，年度末（３月末）の計数。



県（山形，宮崎，岩手，福井，島根，高知，秋田）

が共通である。同様に店舗当り預金，GDP ，人口

の上位１０先，下位１０先について同様にみても，

２０００年と２０１０年においてそれぞれの項目で５～

８県が，２０００年度と２０１０年度で共通となってい

る。これらをみると，店舗当りの営業基盤，業容

の格差は時間の経過とともに是正されておらず，

店舗数の変化はこれらの格差を縮小させる方向に

は働いていない。因みに，ここで炙りだされた，

固定銘柄となった感のある県は，前述１ － ２で示

したより大きなエリアでの地域的評価と概ね一致

した地域の県となっている（具体的には，上位は

首都圏，下位は東北，中国，四国など）。

４ ‐ ３． 店舗当り預貸率，収益

　最後に，同じ分析方法で，預貸率と収益につい

てみておきたい。

　預貸率は，４ － ２で分析した店舗当り貸出を店

舗当り預金で除した比率であるが，これはより単

純に貸出残高を預金残高で除すことで算出でき，

店舗数が直接的に影響しないことから，（経済的

にどういった地域に店舗を配置するかといった店

舗戦略・展開もある程度は影響しているものの）

店舗数よりもむしろ営業地域の産業構造・経済状

況や，各金融機関の預金・貸出に対するスタンス

（経営計画や業績表彰の制度等）に影響される面

が強いと考えられる。

　収益については，ここではデータの制約から国

内銀行は業務純益，信用金庫は実質業務純益（業

務純益―債券５勘定尻）と異なったベースとなっ

ているほか，全国展開している都銀については県

別収益が不明なため除外したうえで集計してい

る。また，収益については，益出しや不良債権処

理を行った金融機関が含まれている可能性もある

ため毎年の振れが大きく，単年度の計数をみて

も，必ずしも実勢が反映されていないことがあ

る。さらに，当該地域で突出している規模の金融

機関が存在している場合には，その金融機関の状

況が強く反映され，それ以外の金融機関の状況は

打ち消されてしまう，などの問題もある。

　そういったデータ上の制約やデータの性質を踏

まえた上でみると，まず預貸率については，①

２０００年度から２０１０年度にかけて上位１０県，下位

１０県とも低下していること（すなわち収益源であ
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図表４ － ５　預貸率

下位１０県上位１０県

２０１０２０００２０１０２０００
預貸率
（％）都道府県預貸率

（％）都道府県預貸率
（％）都道府県預貸率

（％）都道府県

３９. ３和歌山  ５２. ８奈　良９６. ５東　京１４１. ４東　京１

３９. ９奈　良  ５４. ４和歌山７７. ９愛　媛１０９. ２大　阪２

４６. ５山　梨  ５７. １島　根７５. ６福　岡  ９５. １福　岡３

４６. ８徳　島  ５８. ２滋　賀７２. ２沖　縄  ８４. ８沖　縄４

４８. ０長　野  ５８. ３７岩　手７０. ７鹿児島  ８２. ９広　島５

４８. １三　重  ５８.４２三　重６９. ７広　島  ７７. ４長　崎６

４８. ７島　根  ５９. ３徳　島６６. ８大　阪  ７４. ６青　森７

  ５０. ７０９千　葉  ６０. ４山　口６６. ８静　岡  ７４. １愛　媛８

  ５０. ７１２高　知  ６１. ４茨　城６５. ９宮　崎  ７３. ２鹿児島９

５０. ８兵　庫  ６１. ９山　梨６３. １宮　城  ７３. ０宮　城１０

４６. ９単純平均  ５８. ２単純平均７２. ５単純平均  ８８. ６単純平均

上位１０県 / 下位１０県の比率　２０００年度：１. ５２，２０１０年度：１. ５５
（出所）日本銀行「都道府県別預金，現金，貸出金（国内銀行）」，日本金融通信社『日本金融名鑑』をもとに，筆者作成。
　　　　預貸率，店舗数とも，年度末（３月末）の計数。



る貸出が伸び悩んでいること），②「上位１０県/下

位１０県の比率」からみて２０００年度から２０１０年

度にかけて僅かながら上位１０県と下位１０県の格

差が広がっていること，③２０１０年度の銘柄につ

いては，上位では東京，大阪，福岡，下位では島

根，高知などは前述の分析の際と共通であるが，

異なる銘柄も数多 く 含まれている こ と， が分かる。

　さらに，店舗当り収益（２０１０年度，地銀＋地銀

Ⅱ＋信金）についてみると，①フローの計数を単

年度についてみていることもあって，「上位１０県

/ 下位１０県の比率」は３倍を超えるなど，他の諸

指標と比べ，格差が大きいこと，②銘柄（２０１０年

度，地銀＋地銀Ⅱ＋信金）は，上位は千葉，神奈

川，福岡，下位は山形，秋田，鳥取などが他の諸

指標と共通銘柄がみられる一方で，異なる銘柄の

県も比較的多く入ってきていること，などが指摘

できる（３４）。

５． 店舗の預金・貸出量に対する効果につ
　　 いての実証分析
　
　人口１万人当りの店舗の増加が，預金 / 県内総

生産，貸出 / 県内総生産，預貸率に与える影響に

ついて，都道府県別のデータを使ったクロスセク

ション分析を，２０００年度と２０１０年度の２時点に

ついて実施した。結果をみると，店舗数は，国内

銀行，信金ともに，経済規模当りの預金・貸出両

方に対して正の関係がある。一方，人口当りの店

舗数と預貸率との関係については，国内銀行では

正の関係であることが確認されたが，信金におい
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　　　　　　　　図表４ － ６　店舗当り収益（２０１０年度，都市銀行を除くベース）　　単位：百万円 / 店

下位１０県上位１０県

信用金庫地銀＋地銀Ⅱ地銀＋地銀Ⅱ
＋信金信用金庫地銀＋地銀Ⅱ地銀＋地銀Ⅱ

＋信金
店舗当 り
収益

都道
府県

店舗当 り
収益

都道
府県

店舗当 り
収益

都道
府県

店舗当 り
収益

都道
府県

店舗当 り
収益

都道
府県

店舗当 り
収益

都道
府県

   １. ０青 森３６. ２鳥 取４１. ２鳥 取２８７. ０高 知３９５. ２群 馬２９４. ０千 葉１

   ８. ５山 口６５. ８愛 知５７. ９愛 知１２６. ２岐 阜３８３. ３静 岡２４５. １和歌山２

１３. ５長 崎８２. ０宮 崎６２. ６青 森１２０. １東 京３８１. ５千 葉２１２. ９神奈川３

１５. ２秋 田８２. ４岩 手６３. ６宮 崎１１０. ８京 都３６２. ５和歌山２１２. ０静 岡４

１７. ８島 根８５. ５山 形６６. ３岩 手   ８８. ０奈 良３４８. ３神奈川２０９. ８島 根５

１８. ３富 山８９. ６青 森７４. ２山 形   ８７. ３長 野３２８. ７島 根２０８. ８群 馬６

２１. １宮 崎９０. ８東 京７４. ４秋 田   ８７. １神奈川２７８. ２京 都２０４. ２高 知７

２４. ４栃 木９１. ２兵 庫７７. ２兵 庫   ８６. ２北海道２６４. ４栃 木１９４. ７奈 良８

２７. ６岩 手９２. ０秋 田８１. ８埼 玉   ８０. ８千 葉２６３. ６長 野１９１. ８栃 木９

３０. ７山 形９４. ７埼 玉８３. ８石 川   ８０. ３山 梨２４１. ９奈 良１９１. ４福 岡１０

１７. ８単純平均８１. ０単純平均６８. ３単純平均１１５. ４単純平均３２４. ８単純平均２１６. ５単純平均

上位１０県 / 下位１０県の比率　地銀＋地銀Ⅱ＋信金：３.１７，地銀＋地銀Ⅱ：４. ０１，信金：６. ４８

（出所等）「全国銀行の決算概況（２０１１年３月期）」『金融ジャーナル２０１１年１０月号』，「全国２７１信金の経営指標（２０１１年３月期）」 
　　　　　『金融ジャーナル２０１１年１１月号』，『２０１２年度 日本金融名鑑』等より筆者作成。 
　（注１） 収益は，金融ジャーナルに一覧で掲載されていた計数と合わせ，地銀，地銀Ⅱについては業務純益，信金については実質
　　　　    業務純益（業務純益―国債等債権損益〈債券５勘定尻〉）とベースがあっておらず，地銀，地銀Ⅱと信金はそのまま足し上
　　　　　 げていることに注意を要する。 
　（注２） 都銀等については都道府県別の収益が分からないため除外した。地銀，地銀Ⅱについても東京都に店舗を有している先が
　　　　　 多いほか，都道府県を跨って店舗展開している先もあるものの，多くの先は本店が所在する都道府県を中心に業務を展開
　　　　　 し，収益を上げているとみられることから，本店が所在する都道府県に合わせて分類した。 
　（注４） 収益は，預金，貸出等のストックの計数と異なり振れが大きく，また，一部行庫の業況に大きく左右される面が強いので，
　　　　   上述の計数はある程度の幅をもってみる必要がある。



ては有意な関係がみられなかった。ただし，預金

/県内総生産，貸出/県内総生産を被説明変数とし

た場合の，人口１万人当りの店舗数に係る係数は

いずれの時点も預金の方がかなり大きいことか

ら，信用金庫においては，人口当りの店舗数の増

加は貸出と比べて預金量をより大きく引き上げる

効果がある可能性が高いと思料される。

　

実証分析における説明変数，非説明変数は，以下

の通りである。

　DY   ： 各都道府県の国内銀行預金 / 名目県内総

 生産（％）

　DYS： 各都道府県の信用金庫預金 / 名目  県内総

 生産（％）

　LY   ： 各都道府県の国内銀行貸出 / 名目県内総

 生産（％）

　LSY ： 各都道府県の信用金庫貸出 / 名目県内総  

 生産（％）

　B 　 ： 各都道府県の人口１万人当り国内銀行店

舗数（店 / 万人）

　BS    ： 各都道府県 の 人 口 １ 万 人 当 り信用金 庫店

舗数（店 / 万人）

　R 　 ： 各都道府県の国内銀行の預貸率

　RS  ： 各都道府県の信用金庫の預貸率

　GDP： 各都道府県の名目（都道府）県内総生産

（兆円）の自然対数値

　DT  ： 東京地区ダミー

　（　）内はｔ値，* は１０％で有意，** は５％で有

　意，*** は１％で有意な計数を示す。

５ ‐ １． 店舗数と経済規模当りの預金量との関係

　まず，人口当りの店舗数（３５）と経済規模当りの

預金量との関係（被説明変数は経済規模当りの預

金量，また，説明変数に人口当りの店舗数を含め

る）を，都道府県別データを使って２０００年度，

２０１０年度それぞれについて回帰分析すると，いず

れの時点でも，国内銀行（３６），信用金庫とも経済規

模当りの預金に対して人口当りの店舗数は正の関

係である――言い換えれば，人口当りの店舗数が

多い地域では経済規模当りの預金量が多い――こ

とが確認された。また，その係数は，２０００年度，

２０１０年度で（幾分信用金庫で係数が大きくなって

いるものの）総じて大きな変化がなかった。

　（２０００年度）

　　DY　=　４３.６９　＋　２５.３７B　＋　６.３９GDP
　　　　　　 （２.９５２）　　（２.３８４）  **　　（１.８８６）  *

　　自由度調整済み R ２＝０.１０２，D.W ＝１.０７９
　　　　　　　

　　DYS　＝　０.４３　＋　３５.１１BS
　　　　　　　 （０.１４３５）　 （６.３３５７）  ***

　　自由度調整済み R ２＝０.４５９，D.W.=１.６００
　　　　

　（２０１０年度）

　　DY　=　４３.６９　＋　２５.３７B　＋　６.３９GDP
　　　　　　（２.９５２）　　（２.３８４）  **　　（１.８８６）  *

　　自由度調整済み R ２＝０.１０２，D.W ＝１.０７９
　　　　　　　

　　DYS　＝　－０.２１　＋　４０.７５BS
　　　　　　　　（０.０５２）　　（５.９００）  ***

　　自由度調整済み R ２＝０.４２４，D.W.=１.４７２
　

５ ‐２． 店舗数と経済規模当りの貸出量との関係

　次に，人口当りの店舗数と経済規模当りの貸出

量との関係（被説明変数は経済規模当りの預金

量，また，説明変数に人口当りの店舗数を含め

る）を，都道府県別データを使って２０００年度，

２０１０年度それぞれについて回帰分析すると，いず

れも有意に正となり，人口当りの店舗数と経済規

模当りの貸出が貸出にプラスの関係であることが

確認された。ただし，その係数を，２０００年度，

２０１０年度で比較すると，信用金庫については変化

がないものの，国内銀行については低下しており，

人口当りの店舗数が経済規模当りの貸出に寄与す

る度合いは，小さくなっているように窺われた。

　（２０００年度）

　　LY = １.４８＋３１.７４B ＋１１.５３GDP ＋１２３.５５DT
　　　　   （０.１１７）   （３.６８５）  ***　 （３.８１１）  ***      （ ７.４９８）  ***

　　自由度調整済み R ２＝０.７６８，D.W ＝１.３１２

　　LYS　＝　０.５３　＋　２２.６３BS
　　　　　　  （０.０２７）　　（６.２３４）  ***

　　自由度調整済み R ２＝０.４５１，D.W.=１.７１５
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　（２０１０ 年度）

　　LY=１２.９２＋２１.５３B ＋１０.３８GDP ＋１０２.３８DT
　　　 　（１.０５２）　 （３.０３４）  ***　 （３.３８１）  ***  （７.１２９）  ***

　　自由度調整済み R ２＝０.７１７，D.W ＝１.３９４
　　　　　　　

　　LYS　＝　－０.９９　＋　２２.５６BS
　　　　　　　 （０.４３７）　 　（５.８５０）***

　　自由度調整済み R ２＝０.４１９，D.W.=１.６２７
　

５ ‐ ３． 店舗数と預貸率の関係

　さらに，預貸率を被説明変数とし，説明変数の

一つに経済規模当りの店舗数をいれて回帰分析を

すると，国内銀行については２０００年度，２０１０年

度とも店舗数の係数が有意に正であったが，信用

金庫に関する推計式では人口当りの店舗数に係る

係数は有意とならなかった。

　これは，国内銀行については，人口当りの店舗

数が多い地域においては預貸率が高い傾向がある

ことを意味している。全体に融資量が伸び悩む

中，収益向上を企図して，貸出を伸ばすために店

舗展開を行うことが多い国内銀行の経営スタンス

と整合的な結果であると考えられる。

　なお，信用金庫については，預貸率を被説明変

数とする係数が有意な推計式は得られなかった

が，上述５ － １，５ － ２の信金に関する預金，貸出

についての推計式を見る限り，店舗数に係る係数

はいずれも預金の方が大きかった。

　（２０００年度）

　　R ＝２６.５８＋２１.２１B ＋１０.７７GDP ＋５０.９０DT
　　　　 （３.４８１）　 （４.０９１）***　 （５.８５７）***　 （５.１３２）***

　自由度調整済み R ２＝０.７４８，D.W. = １.４６７
　

　　RS（信用金庫の預貸率）については，係数が

　　有意な推計式はできず（３７）。

　（２０１０年度）

　　R ＝３４.２０＋１１.９９B ＋５.５９GDP ＋３１.４５DT
　　　　 （３.８５５） （２.３３８）** （２.５２３）**　 （３.０３１）***

　　自由度調整済み R ２＝０.３９１，D.W.=１.３３８
　

　　RS（信用金庫の預貸率）については，係数が

　　有意な推計式はできず（３８）。

５ ‐４． インプリケーション

　この章で示した実証のインプリケーションとし

ては，第一に，国内銀行については，R ２やｔ値か

らみて，人口当りの店舗数と経済規模当りの貸出

との関係の方が，人口当りの店舗数と預金との関

係よりも説明力が高い一方で，信金については預

金，貸出で説明力（相関）や人口当りの店舗数の

効果（係数の大きさ）はあまり変わらないという

ことが指摘できる。これは，国内銀行については

収益面を勘案して貸出中心の店舗運営を行ってい

る一方で，信用金庫では引き続き預金吸収も重視

している先が多いことを示している可能性があ

る。

　第二は，国内銀行，信用金庫とも人口当りの店

舗数と，経済規模当りの預金・貸出に正の関係が

示されたことからみて，店舗数の増加は量的な意

味でのオーバーバンキング（＝経済規模対比で預

金量，貸出量が多いこと）に繋がる可能性がある。

特に，信用金庫については経済規模当りの預金を

被説明変数としたときの人口当りの店舗数（説明

変数）に係る係数が，貸出を被説明変数としたとき

のそれと比べて大きく，一方でこの１０年間で東

北，中国，四国などを中心に店舗数が減少してい

ない状況を考えると，これらの地域では店舗数の

増加が預金過剰に寄与した可能性を否定できない。

　第三は，地域における人口当りの店舗数は，経

済規模対比でみた預金・貸出量に対して正の効果

を有しているが，これに関しては――国内銀行に

おいて店舗の貸出への効果が低下していることを

除けば――２０００年度と２０１０年度で説明力に大き

な変化がないように見受けられる。地域をさらに

細かく分けるなどより詳細な分析をしなければ明

確なことは言えないが，有人店舗の預金・貸出面

での機能は，インターネットバンキングや ATM

の普及が進んできている中でも，安定的で，大き

く変化していないとみられ，こうした店舗の効果

については，今後とも店舗に関連する何らかの政

策を当局が打ち出さなければ，結果として現在の

傾向が続いていく可能性が高いと考えるべきであ

ろう。

　第四は，国内銀行については人口当りの店舗数
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（説明変数）が預貸率（非説明変数）に対して正

の効果を持っているが，２０００年から２０１０年にか

けて，マクロ的に国内銀行の店舗数が大幅に減少

したことを考えると，国内銀行の店舗数の変化は

預貸率を引き下げる方向に働いた，すなわち預金

過剰を助長した可能性がある。

　上述の簡単な計量的分析の結果においては，相

関が必ずしも高くない推計式があるなど，十分説

明できていない部分がある。また，各県の預金・

貸出の動向は，地域によってはかなりの預金・貸

出シェアを占める地銀の営業スタンスに左右され

る面が強いほか，そもそも上述のような県ごとの

分析では店舗の効果の実態を捉えるにはラフであ

り，十分な説明できていない面はあろう。しかしな

がら，ある程度の傾向は明らかになったと思料さ

れる。

６． 結語

　これまでの分析を踏まえ，以下の諸点を指摘す

ることができる。

①わが国は，マクロ的には，店舗数の面からみれ

ば，各国と比較してオーバーバンキングではな

いと思料されるが，経済規模対比でみた預金，

貸出量は国内銀行＋信用金庫だけでみても対

GDP 比で概ね１００％以上となっており，高いと

言える。特に，預金面についてその傾向が強い。

②店舗数当りの各種指標を地域的に上位と下位で

比較すると，店舗当りの営業基盤（人口，県内

総生産）について地域的に大きな差があるが，

店舗当りの預金，貸出については，営業基盤を

上回るさらに大きな地域差がある（概して各種

指標がワースト１０に入っている県は店舗当た

りの人口，県内総生産が少ない県が多い）。また，

その差は２０００年と比べ２０１０年の方が大きく

なっているなど，時間の経過とともに拡大して

いるように窺われる。特に，下位グループの地

域における金融機関の厳しい状況が窺われる。

③人口当りの店舗数の効果を国内銀行と信用金庫

に分けて計量的に分析すると，国内銀行，信用

金庫とも，経済規模当り預金・貸出に対して正

の効果をもつ。このうち国内銀行では，人口当

りの店舗数の正の効果は，経済規模当りの預金

に対してよりも，経済規模当りの貸出に対して

の方が大きくなっている。ただし，２０００年度と

２０１０年度を比較すると，経済規模当りの貸出に

対する効果は低下しているように窺われる。

　一方，信用金庫については，経済規模当りの

貸出と比べ経済規模当りの預金を伸ばす効果が

大きい。このため，一部地域で２０００年度と比

べて２０１０年度に人口当りの店舗数が増加した

ことは，預金過剰を助長していた可能性を否定

できない。

④地域別に２０００年度と２０１０年度を比較すると，

東北，中国，四国では金融機関の店舗数が，実

数，人口当りなどで増加している。これら地域

は，店舗当りの貸出・収益等で下位グループに

含まれていることが多い。

⑤地域経済の格差が趨勢的に広がっている中，先

行きの金融機関経営や金融システムの安定性を

高めることを企図すれば，経済的発展性の乏し

い地域において地域金融機関が身の丈に合った

店舗展開を行い，必要に応じて店舗削減を実施

するようなインセンティブが掛かる政策を検討

していくべきであると考えられる。不良債権処

理が一段落して以降は，プルーデンス政策の視

点から店舗当りの預金，貸出などの経営指標の

地域差が縮小するような政策は打ち出されてお

らず，こうした状況が続けば，金融機関におけ

る店舗当り指標での地域差は一段と広がる可能

性があると思料される。

⑥なお，実証分析には，時点を増やすことなどで

よりきめ細かい分析を進めることとともに，マ

クロ的に預金過剰が進む中，地域的な店舗当り

の預金・貸出量の格差が広がってきていること

から，地域的にみた金融機関店舗増減の収益面

への影響や構造変化についての分析が今後の課

題であると思料される。　　　　　　　  以　上
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（参考）
オーバーバンキングに関する議論

主たる着眼点オーバーバンキングの定義等出所

預金預金過剰の減少を「オーバーバンキング」と呼ぶフィナンシャル・レ
ビュー［２００４］「銀行
部門の縮小と株式
市場の活性化」

櫻 川 昌 哉
［２００４］

預金オーバーバンキングの定義として，銀行の資産運用能力に対して
預金が過剰に集まっている状況とし，その分析方法として，①企
業の総資産利益率と銀行の貸出額の比較，②海外の銀行と日本の
銀行の貸出額と預金額の比較，の２点から検証。

政 策 フ ォ ー ラ ム
「オーバーバンキン
グ　資金循環の効
率化を目指して」

櫻 川 昌 哉
ほか

［２００７］

収益
（リテールの
顧客利便性
では不足）

銀行部門の供給関連指標（店舗数や役職員数など）と需要関連
指標（人口や企業数など）との比率を，日米比較することに
よって判断の尺度を得た。大まかな結論として，我が国銀行部
門は，収益性の面ではオーバー（過剰）だが，顧客利便性の面で
は，むしろショート（不足）ではないかとの示唆を得た。

金 融 学 会［２００６/
秋］「我が国銀行部
門のオーバーバン
キング問題につい
て」

杉 山 俊 啓
［２００６］

貸出サイド
（アベイラビ
リティ）

MM定理が成立せず，企業にとっての資金調達手段が完全代替的で
ない場合には，企業の最適な資金調達手段の選択結果として，各種
資金調達手段のシェアである企業金融構造が決まり，これを所与と
して銀行業のマクロサイズもおのずと決定される。―中略―金融の
自由化・証券化，直接金融市場の発展，規制等の撤廃等により，銀
行借り入れ以外の資金調達手段のアベイラビリティに対する制約
が縮小し，銀行借入より低コストでの資金調達が可能になるような
状況では，企業の銀行借り入れ需要は減少することになる。―中略
―現状の規制体系を前提とした銀行業のサイズは明らかに過大，す
なわち，「オーバーバンキング」状態であるということになる。

金 融 研 究［２０００］
「我が国銀行業の
将来像」

石 田 和 彦
三 尾 仁 志

［２０００］

預金Barth, Caprio Jr and Levine（２００１）によると，日本の人口１００,０００人
当りの銀行数は，１９９９年時点で０.２行であり，欧州主要国（フラン
ス，ドイツ，英国，イタリア）よりも少ない。銀行数，支店数でみた
場合，国際的にみても，日本が「オーバーバンキング」であるとは
いえないことがわかる。１９８０年代には９０％を超えていた預貸比率
は，２００５年末には７０％程度にまで低下しており，民間金融機関に
とっては大幅な「金余り」の状態となっている。
　日本の預金残高は GDP の規模を超えているのに対し，米国の預金
残高はGDPの４０％程度に過ぎない。日本の「オーバーバンキング」
は，銀行数や支店数が多いことを指すのではなく，預金残高が国際
的に比較しても大きいことをさすことがわかる。

フィナンシャル・
レ ビ ュ ー［２００８］

「１９９０年代に銀行
を通じた資金の流
れはどう変化した
か？」

渡 部 和 孝
［２００８］

貸出能力
預金

頭数が減るだけでなく，キャパシティが減らない限りオーバーバン
キングは解消しない。究極的には預金が減らないと解消しない問題。

『週刊東洋経済』
２００４年 ７ 月 ３１ 日号

池 尾 和 人
［２００４］

貸出能力日本はオーバーバンキングで，オーバーキャパシティ（過剰な
貸出能力の存在）である。

『日 本 を 変 え る』
［２００４］

川 本 裕 子
［２００４］

店舗数，
金融機関数

日本の状況について，とくに「金融機関数」をみてオーバーバンキ
ングとする意見が多いようであるが，リテール分野の店舗数につい
てはむしろ不足気味とする見解もある。一つの判断基準として，人
口に対する店舗数に注目することがある。―中略―少なくとも人口
比でみれば，日本だけが飛び抜けて店舗過剰というわけではない。

金 融 財 政 事 情
［２０１０］「人 口 当 り
店舗数でみたオー
バーバンキングは
かなり解消」

畔 上 秀 人
［２０１０］

金融機関数我が国の金融機関数を過剰であるとし，過当な競争が銀行経営の安
定を損ねているとする「オーバーバンキング論」が指摘されること
がある。しかしながら，地域差はあるものの，わが国の金融機関の
数が，米国等と比較して過剰というわけでは必ずしもない。した
がって，地域性を加味せず，金融機関数の削減のみを主眼として合
併と唱えることの意味については改めて検討の必要があろう。

資本市場クォータ
リ ー［２００２］「信 用
金庫再編を巡る最
近の動き」

藤 木 宣 行
［２００２］



《注》

（１）オーバーバンキングに関する先行研究について

は，前頁（参考）参照。

（２）ATM・CD が広く展開し，ネットバンキングが普

及してきている中で，有人店舗のみを分析すること

についての批判はあり得ようが，リテール取引にお

ける決済や預金面以外の法人取引，特に貸出やその

他の多様化した銀行業務を展開する上で，有人店舗

の役割は依然重要と思料される。また，わが国では

ネットバンキングについて一定の制約があるとい

う見方もある（畔上［２００７］）。本稿では，データの

制約もあり，有人店舗に限った分析を行った。

（３）例えば“Hoshi and Kashyap”［１９９９］において，

こうした指摘がなされている。

（４）さらに，貸出だけではなく有価証券運用でも，例

えば社債や私募REITを含む私募投信など，個別銘

柄の信用リスク等をテイクして，高利回りを目指

す動きもみられる。

（５）通達レベルでは，「普通銀行の監督に関する行政

事務の取扱について」（昭和２８年１２月１５日，蔵銀

５,  １３３号）などが出されている。

（６）同年の銀行局通達より，店舗行政部分が削除され

ている。

（７）２００４年頃の不良債権問題が一服して以降は，例

えば金融円滑化法など，行政面では，中小企業に配

慮して，与信緩和的な政策がとられてきた感。

（８）信用金庫の相互援助制度は １９７１ 年に創設された，

「信用金庫等があらかじめ相互援助の財源を確保

すること等により，経営危機に陥った信用金庫の合

併等に対し資金援助を行う」制度。各信用金庫が原

則預金量に応じて定期預金（相互援助預金）を全国

信用金庫連合会（現在の信金中央金庫）に低利で預

け入れ，全信連は預け入れを受けた相互援助預金を

被援助信用金庫に定期預金をもって預け替えをす

る。また，その資金の運用益が相互援助制度の財源

となった。さらに，金融自由化の一層の進展やバブ

ル経済の崩壊過程で信用金庫業界の信用秩序の維

持・向上をはかる必要が高まったため，１９９６年１０

月からは新しい相互援助制度が運用された。新しい

制度では，「個別の信金を救済するのではなく，信

金の合併等に対して資金援助を行うこと」とされ

た。同制度は，１９９１～１９９９年の間に約２０の合併

事業譲渡案件，１９の破綻処理案件（並行して預金

保険制度も活用）などに適用された。

（９）メガバンク等の自己資本を増強（資金枠 １３ 兆円）。

（１０）特別公的管理，金融管理管財人・ブリッジバンク

等を導入（資金枠１８兆円）。長銀の経営悪化表面化

から整備。長銀・日債銀の処理において同法の金融

管理管財人制度を活用。

（１１）金融機関への事前的な公的資金注入のスキームが

整備された（資金枠２５兆円）。

（１２）セーフティネット全般（ペイオフ，資金援助等）

が整備され，同法第１０２条ではシステミックリス

ク・エクセプション時の対応の枠組みが整備され

た。特別資金援助などのスキームも整備。さらに，

預金保護の対象がそれまでの元本のみからその利

息も加えられ，預金保険の対象範囲が定められるな

ど，セーフティネットが整備された。

（１３）不良債権処理促進のため，主要行の破綻懸念先以

下の債権（新規発生分）について，３年以内にオフ

バランス化に繋がる措置を講ずるとして，具体的な

処理目標として，原則１年以内に５割，２年以内に

８割について所要の措置を講ずるよう，金融庁が要

請した。

（１４ ）「（２００２年）６月の全国信用金庫大会で同協会長が

「決済性預金の全額保護継続＝ペイオフ解禁の延

期」を訴えたのを切っ掛けに，地域金融機関や与党

などを中心にペイオフ延期を求める声が強まり，―

以下略―」荒巻［２００２］，農林中央金庫『金融市場

２００１年１０月号』。

（１５） ２００２年４月の「より強固な金融システムの構築

に向けた施策」を受けて，地域金融機関に対して

も，金融機関の合併等による組織再編が収益性・

健全性の更なる強化等を図るための有力な手段で

あるとの認識から，「合併等のメリットを追求し得

る余地が大きいと考えられる地位金融機関を中心

として，合併等を支援する施策を講ずることとす

る」として，資本増強，根抵当権譲渡の特例，預金

保険限度額に係る経過措置，債権者意義の催告の特

例，登録免許税の軽減措置（以上，全金融機関），

協同組織中央金融機関による資本増強に対する支

援，優先出資枠の拡大，処分未済持分の償却，簡易

合併等（以上，協同組織金融機関）などの施策を講

じた。

（１６） 主要行の不良債権を２００４年度中までに２００２年

時点の半分以下に減らすことが狙い。

（１７） 正式名称は「金融機関等の組織再編の促進に関

する特別措置法」。地域金融機関の合併再編の促進

が狙い。２００３年９月に関東つくば銀行に対して利

用された。

（１８）「預金保険法」及び「金融機関等の更生手続きの

特例等に関する法律」の一部を改正。具体的な内容

は，２００５年４月からのペイオフ全面解禁（決済用

預金以外はペイオフ対象とする）を控え，それまで

の間，従前同様，流動性預金（当座預金，普通預
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金，別段預金）を全額保護するとともに，金融機関

が破綻する場合には，破綻前に依頼を受けた振り込

みなどに関する債務等について全額保護，決済を

結了することができるよう破産法等の特例を認め

て清算できるようにするなど，金融機関整理・不

良債権処理等を促進する内容。

（１９）以降は，預金保険法等による対応が中心。

（２０）中小企業金融再生，健全性確保・収益性向上等に

向けた取り組みを行う一方，貸し渋り・貸し剥がし

ホットラインに寄せられた情報等について情報を

共有するといった内容。

（２１）合併，経営統合を目指す地域の金融機関等への資

金注入を可能とする法律で，当初２００８年３月まで

の時限立法であったが，２００８年６月に延長（２００８

年１２月施行）。資金枠については，当初の２兆円か

ら２００８年１２月には１２兆円へと拡大された。狙い

の一つに金融機関の中小企業向け融資機能維持が

あるとされる。

（２２）金融庁が，①手続き面の環境整備，②システム投

資や登録免許税等の税負担など高い合併コストを

軽減（税制措置），③預金保険の付保限度額につい

ての経過措置（預金保険の限度額を一定期間引き上

げ），④その他（システム統合についての支援策の

検討）について，所要の法改正を早急に行うべく準

備するとともに，財政，税制上の措置について財政

当局に対して要望する旨，文書にして発表。

（２３）無利息，要求払い，決済サービスを提供できると

いう３条件を満たす「決済用預金」のみが全額保護

の対象。それ以外の預金については，１金融機関の

預金者一人当り元金１,０００万円及びその利息が保護

され，それを上回る部分についてはペイオフの対象

となる。

（２４）中小企業や住宅ローンの借り手が借金返済等の負

担軽減を申し込んできた場合は，金融機関は出来る

限り返済期限の延長や金利減免といった条件変更

措置をとるように努めるなどの内容。

（２５）特に，地域金融機関では地元での数少ない優良先

に対して低利での貸し込み競争をするといった事

例が聞かれている。

（２６）必ずしも十分に財務内容を把握しないまま，低利

で大きな金額を融資するケースも多いとみられる。

（２７）因みに，国際比較として BIS 統計の Reporting 

banks の負債（預金）の GDP 対比の比率をみると，

２０１１年段階で，米国３３.５％，ドイツ７２.７％，フラン

ス７７.８％に対し，日本は１４９.６％と非常に高い値と

なっている（対象銀行，対象項目の範囲の詳細不明，

ただし我が国については郵貯は含まれていない）。

（２８）BIS の CPSS の分類によるところの英国の Postal 

Institution，フランスの Post Office，イタリアの

Postoffice。

（２９）Large Complex Banking Organization：一つの金

融機関で，預金，保険，投資信託，債権，株式など

各種の金融商品などを取り扱い，例えば金融工学を

利用するとかコングロマリット化，巨大化するなど

の発展を遂げている金融機関。地域密着の経営を行

い，決済サービス，預金サービスと基本的な融資と

証券運用といったシンプルな銀行業務を提供する

SSBO（Small Simple Banking Organizations）と対

局をなす。

（３０）データが古いが，米国は２００１年時点で預金量１,０００

億ドル以上の大型金融機関が７先あり，預金シェア

が２９.１％であるのに対し，日本では預金量１０兆円以

上の大型金融機関が１５先あり，預金シェアが５２.２％

に達していると指摘（淵田［２００２］）。

（３１）２０１１年の人口当り店舗数（店 / 万人，人口は２０１０

年），面積当り店舗数（店 / 万㎡）は以下の通り。

 　

（３２）経済規模当りの店舗数以外に，面積当りの店舗数

でみるという視点も考えられる。

（３３）本稿では，プルーデンス面からの理解の容易さを

企図して，地域間格差の分析につき，ジニ係数，ハー

フィンダール指数といった加工した数値を用いず，

極力，生のデータの比較で分析することを試みた。

（３４）この間の，金融機関のマクロ的な収益状況をみて

おくと，金融当局は「基礎的な収益力（コア業務純

益 ROA）は，貸出利鞘の縮小や預貸差の拡大に伴

い，いずれの業態でも低下傾向が続いている」「基

礎的な収益力の低下は，過去１０年近くにわたってマ

クロ的に観察されてきたものであり，―中略―趨勢

的な「預金超過」の拡大と，貸出利鞘の縮小を反映

している面が大きい。」と評価している（日本銀行

『金融システムレポート』２０１３年１０月 p.p.４４－

４６）。

（３５）ここで店舗数を各地域（都道府県）の人口で除し

たのは，有人店舗の最も大きな機能の一つが，個人

客向けの預金・貸出・決済等のリテール業務であり，

これは地域の人口に比例した店舗数で考えること

が自然だからである（実際に金融機関が店舗戦略

金融機関店舗の預金・貸出機能についての地域的分析
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７.７３.６６.１４.８４.９４.３郵貯を含む人口
（万人当り）

店舗数 ５.５０.８６.１４.８４.９２.４郵貯を除く

１５４８.１９２４.１６９１.０１１０２.６１０８.０１４４８.８郵貯を含む面積
（万㎡ 当り）

店舗数 １１０５.９２０１.０６９１.０１１０２.６１０８.０８０５.６郵貯を除く

（出所）BIS “CPS S（Committee of Payment and Settlement Systems） - Red Book 
statistical update”， 郵貯銀行はデ ィ ス ク ローズ資料，United Nations Statistics 
Division“Demographic Yearbook ２０１１”より作成。



〈出廃店〉を検討するときに，まず基本データとし

てみるのが，店舗エリア内の人口であることが多

い）。一方，企業向けの貸出等については，一つの

店舗がリテール業務より広いエリアをカバーでき

ると思料されるので，ここでは（企業数で除すので

はなく）人口当りの店舗数を説明変数とした。

（３６）本来，国内銀行をさらに分けて，都銀，地銀，地

銀Ⅱといった業態ごとに推計することが望ましい

が，最近時については日本銀行の公表する都道府県

別の統計が，国内銀行だけとなっていることから，

こうした分析となった。

（３７）推計結果の一つを示すと，RS=５８.４５ － ４.２３BS

（０.９５６）＋０.１０DT（１.８６１），自由度修正済み R ２＝

０.０４，（　）内は t 値。

（３８）推計結果の一つを示すと，RS=５０.６７＋１.７６BS

（０.３５９）＋３.０８DT（０.４１３），自由度修正済み R ２＝

０.０４，（　）内は t 値。
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《Summary》

                                     
Regional Analysis of the Branches of Financial Institutions in Japan

                                   

UEBAYASHI Shigeru
                                     

　The number of branches of financial institutions in Japan decreased after the branch administration 

liberalization of １９９７. In addition, there were not that many Japanese branches anyway by global 

comparison and considering economic scale. On the other hand, the outstanding deposits per branch 

increased and the outstanding loans per branch seem to have increased slowly these past several years.

Comparing prefecture indexes per branch between ２０００ and ２０１０, the difference in gross prefecture 

production and population per branch between districts spreads, and the difference in quantity of 

deposit and loan per branch between districts spreads even more. In prefectures with fewer 

outstanding deposits and loans per branch, the number of branches increases adversely, while the total 

number of branches of financial institutions in Japan decreases.

　According to a simple econometric analysis with the cross section date at ２０００ and ２０１０, the number 

of branches of financial institutions per population has a positive effect on the outstanding deposits and 

loans by economic scale with both points in time. The number of branches per population has a positive 

effect for the lending-to-deposit rate in domestic banks, and such an effect is not indicated in the credit 

associations. 

　The result of this analysis shows that the difference in outstanding deposits and loans per branch 

between districts opened with the progress of time. In addition, it shows that a change of the number 

of branches in districts makes the difference between the districts in each index spread. This promotes 

a deposit surplus in Japan.

Keywords: overbanking, regional disparity in the financial institutions, prudential policy


